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本号には，女性の妊娠・出産・育児が生活習慣に及ぼ

す影響に関する研究が掲載された。少子高齢化社会にあ

って，女性の妊娠・出産・育児のサポートが課題となっ

ている。わが国の少子化の経過は，合計特殊出生率

（TFR）の推移を見れば把握できる。「国民衛生の動向」

などに載せられるグラフを毎年眺めていて，推移の明瞭

な変化点は，経済状態の急激な変化と一致すると感じる

ようになった。昭和30年ごろから 2 前後で推移した

TFR は，オイルショックの昭和48年から急に減少傾向

に転じた。数年後減少はいったん落ち着いたものの，円

高不況が進んで行った昭和60年ころより再び減少に転じ

た。

戦後の世界にも類を見ない経済成長は，TFR を 2 に

抑えるという状況の中で為し得たともいえる。いいかえ

れば，そのような景気の良さのなかで，TFR は，高々

2 にとどまっていたのである。他の多くの先進諸国も同

じような出生率に悩んでいるので，短絡的に日本経済と

出生率の限界論に至るのは早計であるが，ふと思うとこ

ろを記した。公衆衛生学は，経済学や社会学の隣接領域

だと感じることが多い。 （加藤則子）


